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「2040年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会

【主な課題と論点】

・人口減少・サービス需要の変化に応じたサービス提供体制の構築や支援体制

・介護人材確保と職場環境改善・生産性向上、経営支援

・地域包括ケアとその体制確保のための医療介護連携、介護予防・健康づくり、認知症ケア 等

【スケジュール】

・第１回は1月9日に開催。その後ヒアリングを行いつつ議論し、4月10日に中間とりまとめ（高齢者関係）

・中間とりまとめ以降、他の福祉サービスも含めた共通の課題について検討し、夏を目途にとりまとめ

※自治体等で先行的な取組を進め、その状況報告を随時していただき、議論の参考に資するようにする

地域の状況 検討の方向性

① 中山間・人口減少地域 既にサービス需要減の地域あり 需要減に応じた計画的なサービス基盤確保

② 都市部 サービス需要急増（2040以降も増加） 需要急増に備えた新たな形態のサービス

③ ①②以外の地域（一般市等） 当面サービス需要増→減少に転じる 現行の提供体制を前提に需要増減に応じたサービス基盤確保

・2040年に向けて、人口減少のスピードが地域によって異なる中、予防・健康づくり、人材確保・定着、デジタル活用等を通じて
地域包括ケアを維持した上で、地域別のサービス提供モデルや支援体制を構築する必要がある。また、地域の状況によっては、
事業者間の連携等を通じ、人材確保を図りながら将来の状況をみこした経営を行うことにより、サービス提供を維持していく必要。
※参考：「全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）」（令和５年 12 月 22 日全世代型社会保障構築本部決定）抄

Ⅱ．今後の取組 ２ 医療・介護等の改革 ③ 2040 年頃を見据えた、中長期的な課題に対して必要となる取組
○ 高齢者数がピークを迎える中で、必要なサービスが提供できる体制の実現に向けた検討

・上記を踏まえ、2040年に向けたサービス提供体制等のあり方について検討を行うため、本検討会を開催。
具体的な議論の進め方としては、まずは高齢者に係る施策を検討した上で、その検討結果を踏まえ、他の福祉サービスも含め
た共通の課題についても検討を行う（※）。
※ 老健局長が参集する検討会。事務局は老健局（社会・援護局、障害保健福祉部、こども家庭庁が協力）。

【構成員（令和７年４月７日現在 ）】（◎は座長、○は座長代理） （敬称略、五十音順）
池端 幸彦（医療法人池慶会池端病院理事）、江澤 和彦（医療法人和香会理事長） 、大屋 雄裕（慶應義塾大学法学部教授）、大山 知子（社会福祉法人蓬愛会理事長）、

笠木映里（東京大学大学院法学政治学研究科教授）、香取幹（㈱やさしい手代表取締役社長）、斉藤正行（㈱日本介護ベンチャーコンサルティンググループ代表取締役（令和７年３月９日まで））、

鈴木 俊文（静岡県立大学短期大学部教授）、津下 一代（女子栄養大学教授）、中村 厚（日本クレアス税理士法人富山本部長）、 ◎ 野口 晴子（早稲田大学政治経済学術院教授）、

東 憲太郎（医療法人緑の風介護老人保健施設いこいの森理事長）、藤原 都志子（前公益社団法人徳島県看護協会 看護小規模多機能型居宅介護あい管理者）、

松田 晋哉 （福岡国際医療福祉大学看護学部教授）、○松原 由美（早稲田大学人間科学学術院教授）

社会保障審議会介護保険部会（第116回）
（令和６年12月23日）資料４より一部修正
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「2040年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会 中間とりまとめ（概要）

○ 人口減少、85歳以上の医療・介護ニーズを抱える者

や認知症高齢者、独居高齢者等の増加

○ サービス需要の地域差。自立支援のもと、地域の実情

に応じた効果的・効率的なサービス提供

○ 介護人材が安心して働き続け、利用者等とともに地域

で活躍できる地域共生社会を構築

2040年に向けた課題

① 「地域包括ケアシステム」を2040年に向け深化

② 地域軸・時間軸を踏まえたサービス提供体制確保

③ 介護人材確保と職場環境改善・生産性向上、経営支援

④ 地域の共通課題と地方創生

※ 介護は、特に地方において地域の雇用や所得を支える重要なイン
フラ。人手不足、移動、生産性向上など他分野との共通課題の解決
に向け、関係者が連携して地域共生社会を構築し、地方創生を実現

基本的な考え方

【中山間・人口減少地域】サービス維持・確保のための柔軟な対応

・地域のニーズに応じた柔軟な対応の検討

配置基準等の弾力化、包括的な評価の仕組み、

訪問・通所などサービス間の連携・柔軟化、

市町村事業によるサービス提供 等

・地域の介護を支える法人への支援

・社会福祉連携推進法人の活用促進

【大都市部】需要急増を踏まえたサービス基盤整備

・重度の要介護者や独居高齢者等に、ICT技術等を用いた

24時間対応・包括的在宅サービスの検討

【一般市等】サービスを過不足なく提供

・既存の介護資源等を有効活用し、サービスを過不足なく確保。

将来の需要減少に備えた準備と対応

方向性

※サービス需要変化の地域差に応じて３分類

（２）人材確保・生産性向上・経営支援 等

・ 地域における人材確保のプラットフォーム機能の充実等

・ テクノロジー導入・タスクシフト/シェアによる生産性向上

※ 2040年に先駆けた対応。事業者への伴走支援や在宅技術開発

・ 都道府県単位で、雇用管理・生産性向上など経営支援の体制の構築

・ 大規模化によるメリットを示しつつ、介護事業者の協働化・連携

（間接業務効率化）の推進

（３）地域包括ケアシステム、医療介護連携 等

・ 地域の医療・介護状況の見える化・状況分析と2040年に向けた介

護・医療連携の議論（地域医療構想との接続）

・ 介護予防支援拠点の整備と地域保健活動の組み合わせ

※ 地リハ、介護予防、一体的実施、「通いの場」、サービス・活動

C等の組み合わせ

・ 認知症高齢者等に対する、医療・介護等に加え、地域におけるイン

フォーマルな支援の推進

（１）サービス需要の変化に応じた提供体制の構築 等

令和７年４月10日公表
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今後のスケジュール（案）

⚫介護保険制度は原則３年を１期とするサイクルで財政収支を見通し、事業の運営を行っている。

⚫したがって、この間に保険料の大きな増減が生じると、市町村の事業運営に大きな混乱が生じることから、

制度改正を行う場合、2027年度からの第10期介護保険事業計画に反映させていくことを念頭に置いている。

2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度

介護保険
事業計画

制度改正等の
スケジュール

制度改正の施行

第10期介護保険事業計画第９期介護保険事業計画

市町村保険料改定

所要の
制度改正

介護保険部会

12/23
議論開始

冬頃
とりまとめ

（注）介護報酬改定については、社会保障審議会介護給付費分科会において議論。
（※）「2040年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会

2040
検討会
(※)

報
告

社会保障審議会介護保険部会（第116回）
（令和６年12月23日）資料１より
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○ 市区町村別にみると、558市町村（全市区町村の約３割）が人口半数未満になり、そのうち21市町村が25%未満となる。
○ 特に、人口が半減する市町村は中山間地域等に多く見られる。

人口減少の地域差

（資料出所）国土審議会計画推進部会 「国土の長期展望」（令和３年６月）
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〇 各保険者における、2050年までの介護サービス利用者数を推計すると、ピークを過ぎ減少に転じた保険者
もある一方、都市部を中心に2040年以降まで増え続ける保険者が多い。

〇 また、最も利用者数が多くなる年の利用者数の2022年の利用者数との比（増加率）をみると、＋２０％未満
の保険者（約44%)が多い一方で、＋６０％以上となる保険者（約13%）も存在する。

※ 2022年12月(10月サービス分）介護保険事業状況月次報告（厚生労働省）、2022年度介護給付費等実態調査（厚生労働省・老健局特別集計）から、保険者別の年齢階級別・サー
ビス類型別・要介護度別利用率を算出し、当該利用率に推計人口（日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計）（国立社会保障・人口問題研究所）を乗じて、2022年以降５
年毎に2050年までの保険者別の推計利用者数を作成。

【保険者別 2050年までの間にサービス利用者数が最も多い年】 【保険者別 2050年までの間にサービス利用者数が最も多い年の利用者数の増加率】

2050年
2045年
2040年
2035年
2030年
2025年
2022年

＋100%以上
＋80%～100%
＋60%～80%
＋40%～60%
＋20%～40%
＋20%未満

保険者別の介護サービス利用者数の見込み
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(17.0%)
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(16.6%)
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(16.3%)
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１８４

２５４

２１８

２８７
３１６

３３７

３６４
３５３

３７８ ３９３
４１２

４３４
４５８

４８２
５０３

５２１

５６０ ５５２
567（単位：万人）

【出典】介護保険事業状況報告

介護保険サービス利用者の推移
（種類別平均受給者（件）数（年度平均）

554

※１ （ ）は各年度の構成比。
※２ 各年度とも３月から２月サービス分の平均（ただし、平成12年度については、４月から２月サービス分の平均）。
※３ 平成18年度の地域密着型サービスについては、４月から２月サービス分の平均。
※４ 受給者数は、居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス間の重複利用がある。
※５ 東日本大震災の影響により、平成22年度の数値には、福島県内５町１村の数値は含まれていない。

575 590 598
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居宅サービス 地域密着型サービス 施設サービス

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハ
ビリテーション、居宅療養管理指導、通所介護、
通所リハビリテーション、短期入所生活介護、
短期入所療養介護、福祉用具貸与、特定施設入
居者生活介護、介護予防支援・居宅介護支援

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応
型訪問介護、地域密着型通所介護、認知症対応
型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症
対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居
者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所
者生活介護、複合型サービス（看護小規模多機
能型居宅介護）

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療

養型医療施設※、介護医療院
※令和６年３月末で廃止



２０２２年度
（令和４年度）

第９期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数について

２０２６年度
（令和８年度）

○ 第９期介護保険事業計画の介護サービス見込み量等に基づき、都道府県が推計した介護職員の必要数を集計すると、

・ 2026年度には約２４０万人（＋約２５万人（6.3万人/年））

・ 2040年度には約２７２万人（＋約５７万人（3.2万人/年））

となった。 ※（）内は2022年度（約215万人）比

○ 国においては、①介護職員の処遇改善、②多様な人材の確保・育成、③離職防止・定着促進・生産性向上、

   ④介護職の魅力向上、⑤外国人材の受入環境整備など総合的な介護人材確保対策に取り組む。

注１）2022年度（令和４年度）の介護職員数約215万人は、「令和４年介護サービス施設・事業所調査」による。

注２）介護職員の必要数（約240万人・272万人）については、足下の介護職員数を約215万人として、市町村により第９期介護保険事業計画に位置付けられたサービ

ス見込み量（総合事業を含む）等に基づく都道府県による推計値を集計したもの。

注３）介護職員の必要数は、介護保険給付の対象となる介護サービス事業所、介護保険施設に従事する介護職員の必要数に、介護予防・日常生活支援総合事業のうち従

前の介護予防訪問介護等に相当するサービスに従事する介護職員の必要数を加えたもの。

第９期計画期間（2024～2026） 第10期計画期間（2027～2029）

約２１５万人

約２４０万人
約２７２万人

～ ～
～ ～

２０４０年度
（令和22年度）

～～ ～～

～ ～

約
25
万
人

約
57
万
人
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1.0 1.8 2.7 3.2 4.0 4.5 5.0 5.6 6.2 6.5 7.0 7.2 7.5 7.7 8.0 7.9 7.9
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8.8

10.4
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14.1
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19.0 21.0 23.0
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36.8
41.3
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39.1 37.1

42.3
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45.8
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50.2
50.7

52.8 51.4 50.8
55.5 54.0 53.6 54.8 54.7 53.8

14.5 14.4 15.0 14.1 13.8

244 
280 

326 

368 
402 

425 
442 449 462 

477 
498 

520 
546 
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598 

616 629 641 654 667 676 688 697 705 

0

100

200

300

400

500

600

700

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0 総合事業

訪問系

通所系

入所系

小規模多機能型居宅介護など

要介護（支援）認定者

（※１）
215.4

212.6

（単位：万人）

54.9
63.5

72.4

84.9
96.4

108.6 114.1
119.6 123.3

136.3
142.7

150.9
163.0

要介護（支援）認定者数
（単位：万人）

介護職員数の推移

職員数

【出典】 厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」（介護職員数）、「介護保険事業状況報告」（要介護（要支援）認定者数）

176.5

○ 本表における介護職員数は、介護保険給付の対象となる介護サービス事業所、介護保険施設に従事する職員数。

170.8

(183.9)
183.1

(189.9)
183.3

注１） 介護職員数は、常勤、非常勤を含めた実人員数。（各年度の10月1日現在）
注２） 調査方法の変更に伴い、推計値の算出方法に以下のとおり変動が生じている。

(195.1)
186.8

（※３）

210.6

平成12～20年度 「介護サービス施設・事業所調査」（介サ調査）は全数調査を実施しており、各年度は当該調査による数値を記載。

平成21～29年度 介サ調査は、全数の回収が困難となり、回収された調査票のみの集計となったことから、社会・援護局において全数を推計し、各年度は当該数値を記載。（※１）

平成30年度～ 介サ調査は、回収率に基づき全数を推計する方式に変更。（※２）

注３） 介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）の取扱い

平成27～30年度
総合事業（従前の介護予防訪問介護・通所介護に相当するサービス）に従事する介護職員は、介サ調査の対象ではなかったため、社会・援護局で推計し、これらを加えた数値を各年度の(  )内に示
している。（※３）

令和元年度～
総合事業も介サ調査の調査対象となったため、総合事業（従前の介護予防訪問介護・通所介護相当のサービスを本体と一体的に実施している事業所に限る）に従事する介護職員が含まれている。
（※４）

（※４）
211.9214.9

(203.0)
194.4

（※２）
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〇都道府県福祉人材センター（全国４７ヶ所）
〇福祉人材バンク（都道府県福祉人材センターの支所（全国２７ヶ所））

【実施主体】都道府県（都道府県社会福祉協議会を指定）

【 予 算 】生活困窮者就労準備支援事業等補助金の内数

【主な業務】・福祉人材の無料職業紹介
（就労斡旋※「福祉のお仕事」HP参照）
・福祉就労希望者に対する説明会、講習会
・社会福祉事業従事者に対する研修
・調査研究、社会福祉事業等に関する啓発・広報
・社会福祉事業等従事者が離職等した場合の届出
に関する事務

・社会福祉事業等経営者に対する人材確保相談
・社会福祉事業等従事者の確保に関する調査研究

等
【主な実績】マッチングによる就職者数は全国計9,911人（令和５年度）

概 要

社会福祉法に基づき、中央福祉人材センター及び都道府県福祉人材センターを設置し、福祉分野への就
労を希望する者への職業紹介や就職説明会等を実施することにより、社会福祉事業従事者の確保を推進す
るもの。
現下の福祉人材の確保を巡る厳しい状況の中、各センターは民間職業紹介事業者等が担いにくい事業を

実施し、それらの事業実績・事業手法を有している。

【「福祉のお仕事」HP】

1111

福祉人材センターについて



都道府県における生産性向上の取組の促進策の全体像

介護現場
革新会議

（年２回程度開催）

第三者による生産性向上の取組の支援

（独）福祉医療機構

（独）中小企業基盤整備機構

よろず支援拠点

ハローワーク

介護労働安定センター

福祉人材センター

シルバー人材センター

経営支援

事業者の採用活動等の人材確保の支援

厚生労働省

研修
有識者派

遣
相談

他の機関
との連携

試用貸出 機器展示

情報提供・支援

研修・調査研究

KPIに関するデータの分析・

提供により取組を支援

情報収集・整理

開催支援

方針提示

介護事業者

生産性向上に

関する相談
支援提示

情報提供

◆都道府県が設定する生産性向上に係るKPI例

・介護テクノロジー導入率

・伴走支援による効果（総業務時間・残業時間の縮減等）

・介護生産性向上総合相談センターにおける相談件数、

研修受講者数、試用貸出から導入に至った割合等

・協働化・大規模化推進のためのネットワーキングイベント

の開催実績 等

つなぎ
連携

※その他、地域の実情に応じた各種支援

地域における課題や
解決策の検討

施策への意見収集
革新会議メンバー
間の連携強化

総合相談センターの
運営方針の決定

介護テクノロジー導入支援

都道府県が主体となり実施

介護生産性向上
総合相談センター

◆革新会議参加メンバー

・全老健

・老施協

・介護福祉士会

・グループホーム協会

・ホームヘルパー協議会

・介護労働安定センター

・福祉人材センター

・ハローワーク

・労働局

・シルバー人材センター

・よろず支援拠点

・社会福祉協議会

・PT/OT協会

・学識経験者、学校関係者 等
12

KPIの設定
KPI達成のための
取組内容の検討



介護分野におけるテクノロジーの活用例

インカムを活用した
コミュニケーションの効率化

センサーを活用した排泄予測
による省力化・ケアの質向上

スマートフォンを活用した
記録・入力の省力化

センサーを活用した見守り
による省力化・ケアの質向上

移乗支援機器を活用した
従事者の負担軽減

情報の収集・蓄積・活用の
円滑化によるケアの質向上

13



32.2 39.0 49.9 59.3 66.9 71.8 52.7 55.0 57.2 60.1 66.4 69.0 76.4 82.0 87.1 89.0 89.2 87.8 92.8 93.4 96.1 97.4 98.5
50.8 62.7 66.0 65.1 66.8 70.9 76.6 80.2 83.8 85.8 86.8 88.0 92.6 94.4 94.9 95.2 95.9

4.5 0.2 0.0

70.1 87.5
105.6

124.0132.8142.389.5 76.9 78.4 84.7 90.7 96.5
104.6111.0117.0122.0126.0129.4132.3135.2140.1142.9144.6

48.4
56.3

63.6
59.6

61.1
64.5 75.0 80.2 82.1 84.9

89.7 94.8
98.9

102.6
106.0108.0110.3112.4113.7115.6116.6116.2116.0

35.5
38.9

42.6
48.6

52.2
55.2 64.5 70.5 73.6 71.3

69.8
72.1

74.3
76.6

79.0 81.0 83.2 85.2 86.7 88.0 90.6 91.8 92.0

36.3
38.9

41.9
47.3

49.3
52.1 54.4 57.5 58.7 62.6

63.8
66.5

69.2
70.9

72.6 74.4 76.4 78.5
80.1 81.8 85.0 87.4 88.6

33.7

37.7

40.9
45.2

46.3
46.5 48.6 49.9 51.3 55.9

59.1
60.7

61.1
60.5

60.3 60.1 60.1 59.9
60.1 60.2 58.6 58.6 58.7

要支援 要支援１ 要支援２ 経過的 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

６０６
（単位：万人）

注）H22年度末の数値には、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、双葉町、新地町は含まれていない。

H12年度末→R4年度末の
比較

２５６

２９８

３４５

３８４
４０９

４３２

４５３
４６７

５０６
４８５

５３１
５６１

５８４

４４０

６２０

要介護度別認定者数の推移

要介護（要支援）の認定者数は、近年伸びが鈍化している。

計
2.7

倍

要
介
護

５
1.7

倍

４
2.4

倍

３
2.6

倍

２
2.4

倍

１

3.3 

    倍

経
過
的

要
介
護

要
支
援

２

１

６３２６４１
６５８

【出典】介護保険事業状況報告

６８２
６６９
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あったかふれあいセンター

①集い＋α（預かる・働く・送る・交わる・学ぶ等）

◆基本機能

②相談・訪問・つなぎ ③生活支援

地域で展開
サテライト

介護予防体操、
集い、交流など

＋

保健機関

行政機関

専門機関

介護
事業所

医療機関

地域包括
支援センター等

「つながり」を実感できる地域福祉づくり

民生委員
・児童委員 地域住民

集落支援員
住民やNPO主体の取組
（子育てサークルなど）

社協

◆拡充機能 地域のニーズに応じて機能を拡充

①移動手段の確保

②配食

③泊まり

④介護予防

⑤認知症カフェ

⑥子ども食堂 等

協働した取組
の実施

より専門的
な支援への
つなぎ

○ あったかふれあいセンターの活動は、センターだけで完結するものではなく、地域住民や関係機関と
共に取り組んだり、より専門的な支援へつなぐ等、地域住民（利用者）を取り巻くさまざまな人や
資源と連携して取り組んでいます。

15

あったかふれあいセンター事業概要
「2040年に向けたサービス提供体制
等のあり方」 検討会（第２回） 高知県提出資料

（抜粋）
令和７年２月３日



中山間地域における「生活基盤確保」戦略の推進

買物 ➢ 住民・事業者・行政の協力・協
働による「コミュニティ・ドライブ・
シェア（鳥取型ライド・シェア）」
の推進 等

➢ 地域の身近な医療維持に向けて
行う医療従事者確保、オンライン
診療の推進、介護サービス支援や
孤独・孤立対策の推進 等

医療・福祉

➢ 産後ケア事業の充実や子
ども医療費完全無償化の
継続、結婚支援や育児し
やすい職場環境づくり、ふる
さとキャリア教育の推進 等

子育て・教育 ➢ 担い手の確保、農地の集積・集約
の円滑な推進やスマート農業の導
入促進、鳥獣被害対策推進 等

農林水産

➢ 小規模事業者の経営改善や若手経
営者への事業承継、移住定住・関係
人口の創出推進 等

産業振興

輝く鳥取創造本部を中心に各部局・
中山間サポートチーム（各総合事務所）
等が地域の取組をサポート

➢ 地域の実情に応じて実施する買物環
境の維持・確保に資する取組の推進
等

交通 安心して住み続けられる
ふるさとづくり

人口減少に負けない
持続可能な地域へ

16

「2040年に向けたサービス提供体制
等のあり方」 検討会（第２回） 鳥取県提出資料

（抜粋）
令和７年２月３日

➢人口減少を背景に顕在化している特に解決すべき重要課題への具体的な対応策
等を「生活基盤確保」戦略として推進します。
≪「生活基盤確保」戦略重点分野≫
「買物」、「交通」、「医療・福祉」、「子育て・教育」、「農林水産」、「産業振興」



市町村の体制整備に向けた各種支援

17

市 町 村

地域ケア会議の充実・強化

生活支援サービスの充実

伴走支援

伴走支援

●スーパーバイザー派遣推進事業
➢ 市町村の生活支援体制整備事業を中心とした
課題解決に向けた取組支援

●スーパーバイザー派遣推進事業
➢ 市町村の地域ケア会議を中心とした課題解決に向けた
取組支援

●地域包括ケア広域支援員派遣促進事業
➢ リハ専門職や経験のある市町村職員を市町村に派遣
し、地域ケア会議・介護予防等の取組支援

個別派遣

人材育成

●地域ケア会議アドバイザー強化研修

➢ 地域ケア会議で助言を行うリハ専門職等を対象にした

研修会を開催

認知症施策の推進

伴走支援

●チームオレンジ構築に向けた伴走支援
➢ チームオレンジの構築に向けた課題抽出、
ステップアップ研修カリキュラム立案等を支援

派遣調整

●地域ケア会議への専門職派遣調整
➢ 地域ケア会議への専門職派遣調整を、県が各職能団体
と調整

○ 高齢化や地域資源の状況は地域によって異なり、各地域の特性を踏まえた地域包括ケアシステムの構築が重要

○ 一方、小規模な市町村などにおいては、一人の職員が複数の業務（地域ケア会議、総合事業、生活支援体制整備等）
を担っている場合もあり、事業執行に追われて、十分な施策検討が行えていない状況がある
また、人事異動などにより事業の目的や運営ノウハウが継承されていないケースも見受けられ、市町村ごとの状況

に応じたオーダーメイド型の伴走支援が重要

○ なお、各種施策の実施にあたっては、各職能団体の協力は不可欠。専門職向けの研修や検討会の実施を通じて、
各団体との規範的統合や課題認識の共有を実施

（市町村支援に向けた各種事業の概要）

「2040年に向けたサービス提供体制
等のあり方」 検討会（第２回） 大分県提出資料

（抜粋）
令和７年２月３日



市町村への 個別支援事例

サービス
担当者会議

相談・申請・
初回訪問

担当ケアマネ
訪問と資料作成

リハ職との
同行訪問

ケアプラン作成
サービス契約

国東市における短期集中予防サービス利用までの流れ

・初回アセスメント
・サービスの説明、提案

・訪問によるアセスメント
・基本情報、生活行為評価表、
基本情報チェックリスト作成

・リハ職との日程調整
・（リハ職）報告書作成

・ケアプラン作成

短期集中予防サービスにうまくつ
ながっていない。対象者の抽出は
できていると思うけど、、
（国東市担当者）

関係者を集めてサービス利用までの
流れを確認してはどうですか
また、県のスーパーバイザーを活用
して、利用開始までの流れを見直し
てはどうでしょうか（大分県担当）

（関係者間での協議）

市内医療機関に勤務するリハ職に対して、
短期集中予防サービスの概要や当該サー
ビスにおけるリハ職の役割、同行訪問を
行っているリハ職の取組事例を紹介

包括の方などと話すなかで、相談
からサービス利用までに時間がか
かってしまうことがわかった。要
因として同行訪問をするリハ職が
少なく、訪問の日程調整などに時
間がかかっしまうようだ。

アセスメントに地域リハビリテー
ション活動支援事業を活用した良い
取組ですが、そのような課題もある
のですね。例えば、同行訪問ができ
るリハ職を増やすために、まずはC
型を知ってもらう研修会を開催する
のはどうですか

18

「2040年に向けたサービス提供体制
等のあり方」 検討会（第２回） 大分県提出資料

（抜粋）
令和７年２月３日
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